
新たな行政様式確立プロジェクト
書面・対面原則の撤廃など、デジタル化に対応した「新たな行政様式」を確立し、県民に
とっての利便性向上と業務の効率化及び働き方改革を進めるため、県庁内に「新たな
行政様式確立プロジェクトチーム」を設置する。

検 討 内 容

①電子申請の利用促進に
つながるデジタル化の検討

②会計事務の効率化の検討（指定金
融機関とも連携した推進）

PTの設置 今後のスケジュール

全庁体制でプロジェクトチームを設置 令和3年度当初予算編成作業と連動して検討
（予算編成に反映）

 デジタルガバメント実現を目指して、
申請者（県民）から提出を求める添
付書類の削減、デジタル化

 国の押印廃止に向けた今後の動向
のキャッチ＆フォロー

 会計事務の効率化（手続・書類の見直し、削減
など）の検討

 鳥取県版Society5.0に向けて、「遠隔」「非接
触」等を踏まえた行政手続の総点検（行政手続
の効率化の推進）

③その他


